
(単位：千円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（1）経常収益

受託事業収益 65,426 60,901 4,525

受取配分金 56,097 52,184 3,913

受取材料費等 914 890 24

受取事務費 8,415 7,827 588

受取会費 460 460 0

正会員受取会費 460 460 0

受取補助金等 14,200 14,200 0

受取連合交付金 7,100 7,100 0

受取市（区）町村補助金 7,100 7,100 0

SP技能講習共同費収入 0 0 0

雑収益 6 6 0

受取利息 1 1 0

雑収益 5 5 0

経常収益計 80,092 75,567 4,525

（2）経常費用 0 0

事業費 78,679 74,429 4,248

支払配分金 56,097 52,184 3,913

支払材料費等 656 626 30

役員報酬 0 0 0

給料手当 11,496 11,571 -75

臨時雇賃金 2,764 2,632 132

法定福利費 2,037 2,129 -92

退職給付費用 341 318 23

福利厚生費 121 121 0

役員等旅費交通費 0 0 0

旅費交通費 22 14 8

通信運搬費 802 745 57

減価償却費 395 679 -284

会議費 10 10 0

什器備品費 25 15 10

消耗品費 435 404 31

修繕費 156 182 -26

印刷製本費 12 21 -9

教材費支出 5 5 0

光熱水料費 331 331 0

燃料費 0 0 0
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賃借料 1,131 1,078 53

保険料 813 777 36

諸謝金 37 37 0

租税公課 524 114 410

負担金 0 0 0

委託費 366 333 33

講習管理費 0 0 0

支払手数料 56 56 0

組織活動助成金支出 1 1 0

支払委託金等返還 1 1 0

雑費 45 45 0

管理費 1,906 1,908 -2

支払配分金 0 0 0

支払材料費等 0 0 0

役員報酬 273 273 0

給料手当 649 653 -4

臨時雇賃金 0 0 0

法定福利費 115 120 -5

退職給付費用 19 18 1

福利厚生費 7 7 0

役員等旅費交通費 45 45 0

旅費交通費 30 30 0

通信運搬費 45 42 3

減価償却費 0 0 0

会議費 20 20 0

什器備品費 0 0 0

消耗品費 0 0 0

修繕費 0 0 0

印刷製本費 15 15 0

教材費支出 0 0 0

光熱水料費 19 19 0

燃料費 0 0 0

賃借料 64 61 3

保険料 29 29 0

諸謝金 0 0 0

租税公課 0 0 0

負担金 244 244 0

委託費 262 262 0

講習管理費 0 0 0

支払手数料 55 55 0

組織活動助成金支出 0 0 0
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支払委託金等返還 0 0 0

雑費 15 15 0

　　経常費用計 80,585 76,337 4,248

　当期経常増減額 -493 -770 277

２．経常外増減の部

（1）経常外収益

　　固定資産売却益 0 0 0

経常外収益計 0 0 0

（2）経常外費用

　　固定資産売却（除却）損 0 0 0

経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

他会計振替額 0 0 0

当期一般正味財産増減額 -493 -770 277

一般正味財産期首残高

一般正味財産期末残高

Ⅲ　正味財産期末残高

　　  １. 借入金限度額

　　　　　令和６年度に於ける短期借入金限度額は3,000千円とする。

             合計760,320円の債務を負担する。

             月62,920円、合計3,775,200円の債務を負担する。

             として月11,770円、合計706,200円債務負担予定。

             月に20,790円、合計1,247,400円の債務を負担する。

　　　　    令和6年10月～令和11年9月までの60ヵ月、月26,510円のリース契約締結予定。

　　  3. 収支予算を上回って支出する特例

          ことができる。

　 　 4. 消費税の会計処理は、税込方式を採用する。

　　　　（3）電算機（パソコン液晶一体型）5年間リース契約により、令和元年10月～令和6年9月までの60ｶ月、

　　　　 配分金収入の増加に連動する支出（配分金支出、材料費等支出）に限り、予算額を超えて執行する

　　  ２. 債務負担行為

　       (1)複写機（コピー機）6年間リース契約により、令和2年8月～令和8年７月までの6年間、月10,560円、

　　　　（2）エイジレス80（ｼﾙﾊﾞｰｼｽﾃﾑ）5年間リース契約により、令和元年10月～令和6年9月までの60ｶ月、

　　　　    また、保守委託料として月10,010円、合計600,600円の債務を負担する。

　　　　    令和6年10月～令和11年9月までの60ヵ月、月66,550円のリース契約締結予定。また、保守委託料

収支予算書に係る注記
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      5.投資活動及び財務活動に関する見込

【投資活動収支の部】

〈投資活動収入〉

　　固定資産売却収入 0

　　特定資産取崩収入 0

投資活動収入計 0 0 0

〈投資活動支出〉

固定資産取得支出 0

特定資産取得支出 0

 車両運搬具購入資金取得支出 0

投資活動支出計 0 0 0

【財務活動収支の部】

〈財務活動収入〉

　　借入金収入 0

財務活動収入計 0 0 0

〈財務活動支出〉

借入金返済支出 0

財務活動支出計 0 0 0

合計 摘要科目 本年度予算額 前年度予算額


